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日本政府－「骨太の方針」で法人実効税率引下げを明言 

日本政府は 6 月 24 日、『経済財政運営と改革の基本方針 2014』（いわゆる『骨

太の方針』）を閣議決定しました。 

以下の点が『骨太の方針』における「法人税改革」の内容として挙げられていま

す。 

 法人実効税率を数年で 20％台まで引き下げることを目指す。この引下げは

来年度から開始する。 

 課税ベース拡大等による恒久財源の確保については、年末に向けて議論を

進め、具体案を得る。 

この「法人税改革」は、他の主要国と比較して高い、現在の日本の法人実効税率

35.64％（東京都の資本金 1 億円を超える法人の場合）を、国際的に遜色のない

水準に引き下げ、日本の立地競争力及び日本企業の競争力を強化することを目

指すものです。 

法人実効税率を 1％引き下げるためには、約 5,000 億円の財源が必要であると

いわれています。その財源を確保するための課税ベースの拡大に関して、外形

標準課税の拡大、租税特別措置（政策減税）の縮減、受取配当の益金不算入制

度の縮小、減価償却制度の見直し等が俎上に載せられているところですが、ど

の制度の見直しが行われるのかは、今後、年末に向けて議論されることになりま

す。 

【経済財政運営と改革の基本方針 2014】（内閣府） 

 経済財政運営と改革の基本方針 2014（骨太の方針）(PDF 542KB) 

 「経済財政運営と改革の基本方針 2014」のポイント(PDF 579KB) 

 「経済財政運営と改革の基本方針 2014」概要(PDF 412KB) 
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【参考】 

 KPMGインターナショナルの「2014年 世界法人税・間接税調査」の結果につ

いて（2014 年 5 月 1 日付、ニュースリリース） 

 KPMG インターナショナル “Tax rates online”（世界各国の法人税率・間接税

率・所得税率をオンラインでご確認いただけます。） 
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